
三重県三重県三重県三重県税外収入通則税外収入通則税外収入通則税外収入通則条例条例条例条例のののの改正改正改正改正についてについてについてについて（（（（案案案案））））    

 

 

  「三重県税外収入通則条例」は、地方自治法第228条及び第231条の3第2項の規定 

に基づき、分担金、使用料、手数料及び過料その他の県の歳入に関する徴収猶予及び減 

免、還付、罰則並びに延滞金に関する事項について定めた条例であり、今回、新たに「三 

重県債権管理及び私債権徴収条例（仮称）」を制定しようとすることに鑑み、改正を行 

います。 

 

【主な改正内容】 

（１）債権管理及び私債権徴収条例（仮称）と整合をはかるための改正 

①公債権に係る徴収手続きの規定追加 

   ②三重県公債権徴収条例（仮称）に名称変更 

  

（２）県税条例の規定内容に準じた改正 

公債権の延滞金の割合等を県税条例の規定内容に準じることと整理し、改正 

①延滞金の割合 

     （現行）１４．５％ → （改正案）１４．６％ 

   ②納期限からの一定期間（③の期間）における延滞金の割合 

     （現行）７．２５％ → （改正案）７．３％ 

③延滞金の割合を軽減する期間 

     （現行）督促状を発する前の期間又は督促状を発した日から起算して10日を経

過した日以前の期間   

（改正案）納期限の翌日から１月を経過する日までの期間 

   ④延滞金の不徴収等の金額 

延滞金の確定金額     延滞金計算の基礎となる 

債権金額 不徴収 端数切捨 

現 行 100円未満の端数があるとき、又

はその金額が100円未満である

ときは、その端数金額又はその

全額を切り捨てる。 

10円未満 10円未満 

改正案 1,000円未満の端数があるとき、

又はその金額が2,000円未満で

あるときは、その端数金額又は

その全額を切り捨てる。 

1,000円未満 100円未満 
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三重県公債権徴収条例（仮称）（案） 

 

（趣旨） 

第一条 この条例は、他の条例に特別の定めがあるものを除くほか、地方自治法（昭和二

十二年法律第六十七号。以下「法」という。）第二百二十八条及び第二百三十一条の三

第二項の規定に基づき、公債権の徴収、徴収猶予等に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（定義）【新設】 

第二条 この条例において「公債権」とは、金銭の給付を目的とする県の権利（法第二百

四十条第四項第一号及び第三号から第七号までに掲げる債権を除く。）のうち、法第二

百三十一条の三第一項に規定する歳入に係る債権をいう。 

 

（徴収猶予及び減免） 

第三条 知事は、分担金、使用料若しくは法第二百二十七条の手数料について、貧困その

他のやむを得ない経済上の理由によりこれを納付することが著しく困難であると認め

られる者又は公益上特別の必要があると認められる者に対しては、その納付することが

著しく困難であると認められる金額又は特別の必要があると認められる金額を限度と

して、その徴収を猶予し、又はその減免をすることができる。 

 

（使用料の還付） 

第四条 既納の使用料は、次の各号に掲げる場合に限り、還付する。 

一 財産又は公の施設の使用の許可を受けた者が当該使用の廃止若しくは中止の許可

を受け、又はその他の正規の手続を経て、当該使用の廃止又は中止をしたとき。 

二 財産又は公の施設の使用の許可を受けた者が、その責に基づかない災害その他の理

由により、その使用に供することが著しく困難となつたとき。 

三 公益上の必要により、財産又は公の施設の使用の許可の取消し又はその効力の停止

がなされたとき。 

２ 前項の規定により還付する使用料の額は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定

める額とする。 

一 財産又は公の施設の使用の廃止又は中止をした場合の使用料の額が条例の規定に

より定められているとき。 既納の使用料の額から当該規定により算定した使用料の

額を控除した額 

二 その他のとき。 

イ 使用料の額が年額で定められているとき。 使用しないこととなつた期間（その

期間に一月未満の端数があるとき、又はその期間が一月未満であるときは、その端

数日数又はその全期間を切り捨てる。）について月割計算をした額 
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ロ 使用料の額が月額で定められているとき。 使用しないこととなつた期間につい

て日割計算をした額 

ハ イ及びロ以外のとき。 知事が相当と認める額 

 

（罰則） 

第五条 分担金、使用料、加入金及び法第二百二十七条の手数料の徴収を免れた者は、次

項に定めるものを除くほか、五万円以下の過料に処する。 

２ 詐偽その他不正の行為により、分担金、使用料、加入金又は手数料の徴収を免れた者

については、その徴収を免れた金額の五倍に相当する金額（当該五倍に相当する金額が

五万円を超えないときは、五万円とする。）以下の過料に処する。 

 

（延滞金） 

第六条 知事は、公債権について次条の規定による督促をした場合においては、延滞金を

徴収しなければならない。 

２ 前項の延滞金の額は、同項の公債権の納期限（第三条の規定による徴収猶予をした場

合においては、当該徴収猶予をした納期限とする。以下同じ。）の翌日から納付の日ま

での期間の日数に応じ、当該公債権の金額に年十四・六パーセント（納期限の翌日から

一月を経過する日までの期間については、年七・三パーセント）の割合を乗じて計算し

た金額に相当する金額とする。 

３ 前項の延滞金の額を計算する場合において、その計算の基礎となる公債権の金額に千

円未満の端数があるとき、又はその金額が二千円未満であるときは、その端数金額又は

その全額を切り捨てる。 

４ 第二項の延滞金の確定金額に百円未満の端数があるとき、又はその金額が千円未満で

あるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

５ 知事は、公債権の納期限までに当該公債権を納付しなかつたことについてやむを得な

い理由があると認める場合においては、第一項の延滞金を減免することができる。 

 

（督促）【新設】 

第七条 知事は、公債権を納期限までに納付しない者があるときは、法令、条例及び規則

の定めるところにより期限を指定してこれを督促しなければならない。 

 

（送達及び公示送達）【新設】 

第八条 公債権及び公債権に係る延滞金に関する書類の送達及び公示送達については、地

方税の例による。 

 

（強制徴収公債権の滞納処分）【新設】 

第九条 知事は、強制徴収公債権（公債権のうち法第二百三十一条の三第三項に規定する

歳入に係る債権をいう。以下この条及び次条において同じ。）につき第七条の規定によ
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る督促を受けた者が同条の規定により指定された期限までにその納付すべき金額を納

付しないときは、当該強制徴収公債権及び当該強制徴収公債権に係る延滞金について、

地方税の滞納処分の例により処分することができる。 

 

（非強制徴収公債権の強制執行等）【新設】 

第十条 知事は、非強制徴収公債権（公債権のうち強制徴収公債権以外の債権をいう。以

下この条及び第十三条において同じ。）について、第七条の規定による督促をした後相

当の期間を経過してもなお履行されないときは、次の各号に掲げる措置をとらなければ

ならない。ただし、第三条の規定による徴収猶予をした場合又は第十三条の規定による

措置をとる場合その他特別の事情があると認める場合は、この限りでない。 

一 担保の付されている非強制徴収公債権（保証人の保証があるものを含む。）につい

ては、当該非強制徴収公債権の内容に従い、その担保を処分し、若しくは競売その他

の担保権の実行の手続をとり、又は保証人に対して履行を請求すること。 

二 債務名義のある非強制徴収公債権（次号の規定による措置により債務名義を取得し

たものを含む。）については、強制執行の手続をとること。 

三 前二号に該当しない非強制徴収公債権（第一号に該当する非強制徴収公債権で同号

の規定による措置をとつてなお履行されないものを含む。）については、訴訟手続（非

訟事件の手続を含む。）により履行を請求すること。 

 

（履行期限の繰上げ）【新設】 

第十一条 知事は、公債権について履行期限を繰り上げることができる理由が生じたとき

は、遅滞なく、納付義務者（公債権を納付する義務を負う者をいう。次条及び第十三条

において同じ。）に対し、履行期限を繰り上げる旨の通知をしなければならない。ただ

し、特に支障があると認める場合は、この限りでない。 

 

（債権の申出等）【新設】 

第十二条 知事は、公債権について、納付義務者が強制執行又は破産手続開始の決定を受

けたこと等を知つた場合において、法令の規定により県が債権者として配当の要求その

他債権の申出をすることができるときは、直ちに、そのための措置をとらなければなら

ない。 

２ 前項に規定するもののほか、知事は、公債権を保全するため必要があると認めるとき

は、納付義務者に対し、担保の提供（保証人の保証を含む。）を求め、又は仮差押え若

しくは仮処分の手続をとる等必要な措置をとらなければならない。 

 

（非強制徴収公債権の徴収停止）【新設】 

第十三条 知事は、非強制徴収公債権で履行期限後相当の期間を経過してもなお完全に履

行されていないものについて、次の各号のいずれかに該当し、これを履行させることが

著しく困難又は不適当であると認めるときは、以後その保全及び取立てをしないことが
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できる。 

一 法人である納付義務者がその事業を休止し、将来その事業を再開する見込みが全く

なく、かつ、差し押さえることができる財産の価額が強制執行の費用を超えないと認

められるとき。 

二 納付義務者の所在が不明であり、かつ、差し押さえることができる財産の価額が強

制執行の費用を超えないと認められるときその他これに類するとき。 

三 非強制徴収公債権の金額が少額で、取立てに要する費用に満たないと認められると

き。 

 

（委任）【新設】 

第十四条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

 

※ 既存の附則のうち、附則第６項について、以下のとおり改正。 

（11月定例月会議に提出している改正案を現行条文として記載しています。） 

 

附 則 

６ 当分の間、第六条第二項に規定する延滞金の年十四・六パーセントの割合及び

年七・三パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当

該年の前年に租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第九十三条第二項

の規定により告示された割合に年一パーセントの割合を加算した割合をいう。以

下この項において同じ。）が年七・三パーセントの割合に満たない場合には、そ

の年（以下この項において「特例基準割合適用年」という。）中においては、年

十四・六パーセントの割合にあつては当該特例基準割合適用年における特例基準

割合に年七・三パーセントの割合を加算した割合とし、年七・三パーセントの割

合にあつては当該特例基準割合に年一パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年七・三パーセントの割合を超える場合には、年七・三パーセント

の割合）とする。 

 

 

※ 今回の改正附則 

 

附 則 

１ この条例は、平成二十六年四月一日から施行する。 

２ この条例による改正後の第六条第二項及び附則第六項の規定は、延滞金のうち平成

二十七年四月一日以後の期間に対応するものについて適用し、同日前の期間に対応す

るものについては、なお従前の例による。 
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○ 三重県税外収入通則条例（昭和三十九年三月二十五日 三重県条例第十三号） 

 

（趣旨） 

第一条第一条第一条第一条 この条例は、他の条例に特別の定めがあるものを除くほか、地方自治法（昭和二十二年法律第

六十七号。以下「法」という。）第二百二十八条及び第二百三十一条の三第二項の規定に基づき、分

担金、使用料、手数料及び過料その他の県の歳入（以下「税外収入」という。）に関する徴収猶予及

び減免、還付、罰則並びに延滞金に関する事項について定めるものとする。 

 

（徴収猶予及び減免） 

第二条第二条第二条第二条 知事は、分担金、使用料若しくは法第二百二十七条の手数料について、貧困その他のやむを得

ない経済上の理由によりこれを納付することが著しく困難であると認められる者又は公益上特別の必

要があると認められる者に対しては、その納付することが著しく困難であると認められる金額又は特

別の必要があると認められる金額を限度として、その徴収を猶予し、又はその減免をすることができ

る。 

 

（使用料の還付） 

第三条第三条第三条第三条 既納の使用料は、次の各号に掲げる場合に限り、還付する。 

一 財産又は公の施設の使用の許可を受けた者が当該使用の廃止若しくは中止の許可を受け、又はそ

の他の正規の手続を経て、当該使用の廃止又は中止をしたとき。 

二 財産又は公の施設の使用の許可を受けた者が、その責に基づかない災害その他の理由により、そ

の使用に供することが著しく困難となつたとき。 

三 公益上の必要により、財産又は公の施設の使用の許可の取消し又はその効力の停止がなされたと

き。 

２ 前項の規定により還付する使用料の額は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める額とする。 

一 財産又は公の施設の使用の廃止又は中止をした場合の使用料の額が条例の規定により定められ

ているとき。 既納の使用料の額から当該規定により算定した使用料の額を控除した額 

二 その他のとき。 

イ 使用料の額が年額で定められているとき。 使用しないこととなつた期間（その期間に一月未

満の端数があるとき、又はその期間が一月未満であるときは、その端数日数又はその全期間を切

り捨てる。）について月割計算をした額 

ロ 使用料の額が月額で定められているとき。 使用しないこととなつた期間について日割計算を

した額 

ハ イ及びロ以外のとき。 知事が相当と認める額 

 

（罰則） 

第四条第四条第四条第四条 分担金、使用料、加入金及び法第二百二十七条の手数料の徴収を免れた者は、次項に定めるも

のを除くほか、五万円以下の過料に処する。 

参考 
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２ 詐偽その他不正の行為により、分担金、使用料、加入金又は手数料の徴収を免れた者については、

その徴収を免れた金額の五倍に相当する金額（当該五倍に相当する金額が五万円を超えないときは、

五万円とする。）以下の過料に処する。 

 

（延滞金） 

第五条第五条第五条第五条 知事は、法第二百三十一条の三第一項に規定する税外収入について同項の規定による督促をし

た場合においては、延滞金を徴収しなければならない。 

２ 前項の延滞金の額は、同項の税外収入の納期限（徴収猶予をした場合においては、当該徴収猶予を

した納期限とする。以下同じ。）の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、当該税外収入の金額

に年十四・五パーセント（督促状を発する前の期間又は督促状を発した日から起算して十日を経過し

た日以前の期間については、年七・二五パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する金額と

する。 

３ 前項の延滞金の額を計算する場合において、その計算の基礎となる税外収人の金額に百円未満の端

数があるとき、又はその金額が百円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

４ 第二項の延滞金の確定金額に十円未満の端数があるとき、又はその金額が十円未満であるときは、

その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

５ 知事は、税外収入の納期限までに当該税外収入を納付しなかつたことについてやむを得ない理由が

あると認める場合においては、第一項の延滞金を減免することができる。 

 

 

   附 則 

 

１～５（略） 

６ 当分の間、第五条第二項に規定する延滞金の年十四・五パーセントの割合及び年七・二五パ 

ーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別 

措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第九十三条第二項の規定により告示された割合に年一 

パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年七・二五パーセン 

トの割合に満たない場合には、その年（以下この項において「特例基準割合適用年」という。） 

中においては、年十四・五パーセントの割合にあつては当該特例基準割合適用年における特例 

基準割合に年七・二五パーセントの割合を加算した割合とし、年七・二五パーセントの割合に 

あつては当該特例基準割合に年一パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年 

七・二五パーセントの割合を超える場合には、年七・二五パーセントの割合）とする。 

 

 

※上記附則第６項については、地方税法の一部改正（平成25年 3月 30日公布、平成26年 1月 1日

施行）に鑑み、11月定例月会議に提出している改正案を掲載 
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